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1 排出削減事業者の情報 

排出削減事業者 

会社名 国立大学法人 京都大学 

排出削減事業を実施する事業所  

事業所名 京都大学宇治キャンパス 

住所 京都府宇治市五ヶ庄 

排出削減事業共同実施者（国内クレジット保有予定者） 

排出削減事業共同実施者名 関西電力株式会社 

 

 

 

【Ⅰ  照明設備更新プロジェクト】 

1 排出削減活動の概要 

1.1 排出削減事業の名称 

京都大学宇治キャンパス 照明設備更新プロジェクト 

 

1.2 排出削減事業の目的 

既存の照明器具を高効率の照明器具に更新する。これにより、照明の電力使用量を削減し、CO2 排出

量を削減する。 

 

1.3 温室効果ガス排出量の削減方法 

京都大学宇治キャンパス内の研究所本館に設置された照明安定器をインバーター安定器とソケット

の交換により高効率安定器に更新する。これにより電力使用量を削減し、CO2 排出量を削減する。 

（排出削減事業実施前の設備概要） 

器 具 名 称 消費電力 

（Ｗ/台） 

台数 

（台） 

消費電力計 

（W） 

ラピットスタート型蛍光灯・（FLR-40，１灯用） 48 117 5,616 

ラピットスタート型蛍光灯・（FLR-40，2 灯用） 88 292 25,696 

ラピットスタート型蛍光灯・（FLR-40，3 灯用） 136 30 4,080 

ラピットスタート型蛍光灯・（FLR-40，2 灯用×2 連） 170 9 1,530 

合   計  448 36,922 

 

照明器　 448台

40W蛍光灯

研究所本館

照明器　 448台

40W蛍光灯

研究所本館
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（排出削減事業実施後の設備概要） 

 

器 具 名 称 消費電力 

（Ｗ/台） 

台数 

（台） 

消費電力計 

（W） 

ラピットスタート型蛍光灯・（FLR-32，１灯用） 31 117 3,627 

ラピットスタート型蛍光灯・（FLR-32，2 灯用） 60 293 17,580 

ラピットスタート型蛍光灯・（FLR-32，3 灯用） 78 30 2,340 

ラピットスタート型蛍光灯・（FLR-32，2 灯用×2 連） 126 9 1,134 

合   計  449 24,681 

 

1.4 国内クレジット認証要件の確認 

排出削減量は承認排出削減計画に従って当該計画を実施した結果生じたものか ■はい 

□いいえ 

排出削減量は承認排出削減方法論及び承認排出削減事業計画に従って算定され

ているか 

■はい 

□いいえ 

 

1.5 承認排出削減事業計画からの変更項目 

 変更無し 

 

 

 

2 排出削減活動期間 

2.1 プロジェクト開始日 

2009 年 4 月 1 日 

 

2.2 モニタリング対象期間 

（本報告における実績報告期間） 

2012 年 4 月 1 日 ～ 2013 年 3 月 31 日 

 

 

照明器　 449台

32W蛍光灯
高効率安定器

研究所本館

照明器　 449台

32W蛍光灯
高効率安定器

研究所本館
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3 温室効果ガス排出削減量 

3.1 採用した排出削減方法論の情報 

方法論番号方法論番号方法論番号方法論番号    方法論名称方法論名称方法論名称方法論名称    

006 照明設備の更新 

 

3.2 活動量 

3.2.1 活動量・原単位 

   対象対象対象対象    活動量活動量活動量活動量    原単原単原単原単位位位位    

事業実施前の電力使用量原単位 ベースラインエネルギー使

用量 
照明器具稼働時間 

事業実施後の電力使用量原単位 

 

3.2.2 活動量の採用根拠 

    排出削減対象である照明器具は電力を消費する。その稼動に影響する要因は、照明器具の稼働

時間である。 

 

3.3 事業の範囲（バウンダリー） 

更新対象の照明設備
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5 排出削減量の計算 

5.1 事業実施後排出量 

事業実施後電力使用量 EL 

11 PJPJPJ TREL ×=  

＝24.68×4,056 

＝100,102 （kＷh） 

ELPj ：プロジェクト実施後電力使用量（kWh）    100,102 kWh 

RPj ：研究所本館の事業実施後 電力使用量原単位（kW） 24.68 kW 

TPJ1 ：研究所本館の事業実施後の稼働時間（h）      4,056 ｈ 

 

事業実施後排出量 EMPj 

12

44
××= yelectricitPjPj CFELEM  

＝100,102×0.000117×44/12 

＝42.94 (tCO2) 

 

電力の炭素排出係数については、当該削減事業推進の観点から、事業実施当事者間の

合意により全電源炭素排出係数を適用した。 

EMPj：事業実施後排出量(tCO2)        42.94 tCO2 

ELPj：事業実施後電力使用量(kWh)     100,102 kWh 

CFelectricity：購入電力の炭素排出係数(tC/kWh)    0.000117 tC/kWh 

 

 

5.2 ベースライン排出量 

ベースラインエネルギー使用量 ELBL  

11 PJBLBL TREL ×=  

＝36.92×4,056 

＝149,748 （kWh） 

ELBL ：ベースライン電力使用量（kWh）         149,748 kWh 

RBL1 ：研究所本館の事業実施前 電力使用量原単位（kW）  36.92 kW 

TPJ1 ：研究所本館の事業実施後の稼働時間（h）       4,056ｈ 

 

  ベースライン排出量 EMBL  

12

44
××= yelectricitBLBL CFELEM  
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＝149,748×0.000117×44/12 

＝64.24 (tCO2) 

EMBL：ベースライン排出量(tCO2)    64.24 tCO2 

ELBL：ベースライン電力使用量（kWh）      149,748 kWh 

CFelectricity：電力の炭素排出係数(tC/kWh)      0.000117 tC/kWh 

 

 

5.3 リーケージ排出量 

本事業で方法論 006 が規定するような温暖化ガス排出及び申請者が主張する排出削減量

の 5％を超える顕著かつ計測可能なバウンダリー外での温暖化ガス排出は特定されない。 

 

5.4 温室効果ガス排出削減量 

項目項目項目項目    記号記号記号記号        

ベースライン排出量    (6.2) EMBL 64.2 

事業実施後排出量    (6.1) EMPj 42.9 

リーケージ排出量    (6.3) LE 0 

温室効果温室効果温室効果温室効果ガスガスガスガス排出削減量排出削減量排出削減量排出削減量        ERERERER    21212121    
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【Ⅱ 高効率変圧器更新プロジェクト】 

 

1 排出削減活動の概要 

1.1 排出削減事業の名称 

京都大学宇治キャンパス 高効率変圧器更新プロジェクト 

 

1.2 排出削減事業の目的 

既存の変圧器を高効率の変圧器に更新する。これにより、変圧器の電力使用量を削減し、CO2 排出量

を削減する。 

 

1.3 温室効果ガス排出量の削減方法 

京都大学宇治キャンパス内の以下の 8 施設にある既設変圧器 16 台を高効率型変圧器 16 台に更新す

る。 

これにより、変圧器の電力使用量を削減し、電力使用に伴う CO2 の排出量を削減する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.4 国内クレジット認証要件の確認 

排出削減量は承認排出削減計画に従って当該計画を実施した結果生じたものか ■はい 

□いいえ 

排出削減量は承認排出削減方法論及び承認排出削減事業計画に従って算定され

ているか 

■はい 

□いいえ 

 

1.5 承認排出削減事業計画からの変更項目 

 変更無し 

 

 

2 排出削減活動期間 

2.1 プロジェクト開始日 

2009 年 4 月 1 日 

 

 対象棟 
交換 

台数 

1 第一給水センター 1 台 

2 工・原子核工学実験室 6 台 

3 防災研境界層風洞実験室 2 台 

4 核酸情報解析施設 3 台 

5 宇治地区研究所本館南 1 台 

6 巨大災害研究センター 1 台 

7 生存研実験棟 1 台 

8 極低温物性化学実験室 1 台 
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2.2 モニタリング対象期間 

（本報告における実績報告期間） 

2012 年 4 月 1 日 ～ 2013 年 3 月 31 日 

 

 

3 温室効果ガス排出削減量 

3.1 採用した排出削減方法論の情報 

 

方法論番号方法論番号方法論番号方法論番号    方法論名称方法論名称方法論名称方法論名称    

010 高効率変圧器への更新 

 

3.2 活動量 

3.2.1 活動量・原単位 

 

対象対象対象対象    活動量活動量活動量活動量    原単位原単位原単位原単位    

事業実施前の電力使用量原単位 ベースラインエネルギー 

使用量 
変圧器稼働時間 

事業実施後の電力使用量原単位 

 

3.2.2活動量の採用根拠 

  排出削減対象である変圧器は電力を消費する。その稼動に影響する要因は、変圧器の稼働時間

である。 

 

3.3 事業の範囲（バウンダリー） 

交換対象の変圧器及び当該変圧器で電力供給が行われる範囲。 
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5 排出削減量の計算 

5.1事業実施後排出量 

事業実施後排出量 EMPj  

PJPjcPjPjiPj TPPEL ××÷+= ))100(( ,

2

, α  

12

44
××= yelectricitPjPj CFELEM  

 

電力の炭素排出係数については、当該削減事業推進の観点から、事業実施当事者間の

合意により全電源炭素排出係数を適用した。 

EMPj：事業実施後排出量(tCO2/年) 

Pi,Pj ：事業実施後の変圧器の無負荷損（kＷ） 

Pc,Pj ：事業実施後の変圧器の負荷損（kＷ） 

αPj ：事業実施後の年平均負荷率（％） 

TPｊ ：事業実施後の年間活動量（h） 

ELPj：事業実施後電力使用量（kＷh） 

CFelectricity：電力の炭素排出係数(tC/kＷh)  

 

変圧器定格
出力

総負荷
事業実施後
電力使用量

Pi,Pj Pc,Pj αPj TPj ELPj

(kVA） （kW） (kWh) （kW） （kW） （％） （h） （kWh）

第一給水センター 300 1 300 65,614 0.485 2.54 2.5% 8,760 4,262

300 0.485 2.54 10.5% 8,760 4,495

150 0.185 1.68 10.5% 8,760 1,784

100 0.215 1.335 10.5% 8,760 2,013

100 0.215 1.335 10.5% 8,760 2,013

200 0.24 1.97 10.5% 8,760 2,294

200 0.33 2.19 10.5% 8,760 3,103

100 0.215 1.335 0.9% 8,760 1,884

300 0.485 2.54 0.9% 8,760 4,250

200 0.18 1.04 10.8% 8,760 1,682

75 0.33 2.19 10.8% 8,760 3,113

75 0.13 0.875 10.8% 8,760 1,228

本館南 200 1 200 949,100 0.215 1.335 54.2% 8,760 5,315

巨大災害研究センター 100 1 100 39,844 0.215 1.335 4.5% 8,760 1,908

生存研実験棟 100 1 100 126,798 0.15 1.2 14.5% 8,760 1,534

極低温性化学実験室 100 1 100 713,320 0.15 1.2 81.4% 8,760 8,284

49 ,16449 ,16449 ,16449 ,164

30,315

330,152

合計合計合計合計

防災研境界層風洞実験室 400

核酸情報解析施設 350

2

3

968,207

対象棟

工・原子核工学実験室 1,0506

台数

 

対象の 8 施設の事業実施後電力使用量及びその計算根拠を次表に示す。 

注意）無負荷損、負荷損はカタログ値を使用。 

   年平均負荷率は施設全体の負荷率と同等と考え、施設全体の負荷率を使用。 

   活動時間は 365 日×24 時間＝8,760hr である。 
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以上より、8 施設の事業実施後電力使用量は 49,164kWh である。よって、事業実施後の

排出量は次のとおりである。 

12

44
××= yelectricitPjPj CFELEM  

＝ 49,164×0.000117×44/12 

＝ 21.1 tCO2   

 

5.2ベースライン排出量 

ベースラインエネルギー使用量 ELBL 

PJBLcPjBLiBL TPPEL ××÷+= ))100(( ,

2

, α  

12

44
××= yelectricitBLBL CFELEM  

EMBL：ベースライン排出量(tCO2)      

ELBL：ベースライン電力使用量（kＷh） 

Pi,BL ：事業実施前の変圧器の無負荷損（kＷ） 

Pc,BL ：事業実施前の変圧器の負荷損（kＷ） 

αPj ：事業実施後の年平均負荷率（％） 

TPJ ：事業実施後の年間活動量（h） 

CFelectricity：電力の炭素排出係数(tC/kＷh)  

対象の 8 施設の事業実施後電力使用量及びその計算根拠を次表に示す。 

 

変圧器定
格出力

総負荷
事業実施後
電力使用量

Pi,BL Pc,BL αPj TPJ ELBL

(kVA） （kW） (kWh) （kW） （kW） （％） （h） （kWh）

第一給水センター 300 1 300 65,614 1.75 3.93 2.5% 8,760 15,351

300 1.75 3.93 10.5% 8,760 15,711

150 0.84 1.81 10.5% 8,760 7,534

100 0.84 1.46 10.5% 8,760 7,500

100 0.84 1.46 10.5% 8,760 7,500

200 0.98 2.42 10.5% 8,760 8,820

200 1.39 2.77 10.5% 8,760 12,445

100 0.84 1.46 0.9% 8,760 7,359

300 1.75 3.93 0.9% 8,760 15,333

200 0.625 1.15 10.8% 8,760 5,592

75 1.39 2.77 10.8% 8,760 12,458

75 0.525 0.91 10.8% 8,760 4,691

本館南 200 1 200 949,100 1.39 2.77 54.2% 8,760 19,297

巨大災害研究センター 100 1 100 39,844 0.84 1.46 4.5% 8,760 7,385

生存研実験棟 100 1 100 126,798 0.615 1.16 14.5% 8,760 5,600

極低温性化学実験室 100 1 100 713,320 0.615 1.16 81.4% 8,760 12,125

164 ,703164 ,703164 ,703164 ,703

対象棟 台数

工・原子核工学実験室 6 1,050 968,207

合計合計合計合計

防災研境界層風洞実験室 2

核酸情報解析施設 3 350 330,152

400 30,315
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以上より、8 施設の事業実施後電力使用量は 164,703kＷh である。よって、事業実施後

の排出量は次のとおりである。 

12

44
××= yelectricitBLBL CFELEM  

＝ 164,703×0.000117×44/12 

＝ 70.7 tCO2  

 

5.3 リーケージ排出量 

本事業で方法論 010 が規定するような温暖化ガス排出及び申請者が主張する排出削減量

の 5％を超える顕著かつ計測可能なバウンダリー外での温暖化ガス排出は特定されない。 

 

 

5.4 温室効果ガス排出削減量 

項目項目項目項目    記号記号記号記号        

ベースライン排出量    (6.2) EMBL 70.7 

事業実施後排出量    (6.1) EMPj 21.1 

リーケージ排出量    (6.3) LE 0 

温室効果温室効果温室効果温室効果ガスガスガスガス排出削減量排出削減量排出削減量排出削減量        ERERERER    49494949    
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